 eq \o\ad(飼料販売業者届,　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年　　 月　 　日
　広島県知事　○ ○ ○ ○ 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所 広島県○○市○○町○○番地○○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏  名 ○ ○ ○ ○ 株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ 　
　下記のとおり飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律第５０条第２項の規定により届け出ます。
                                       記
１　氏名及び住所
(法人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主たる事務所の所在地)

　　氏名　○ ○ ○ ○ 株式会社　代表取締役社長 ○ ○ ○ ○
　　住所　広島県○○市○○町○○番地○○号

２  販売業務を行う事業場及び飼料を保管する施設の所在地
　(1) 販売業務を行う事業場
　　　○○支店　　○○県○○市○○町○○番地○○号
　　　○○営業所　○○県○○市○○町○○番地○○号
　　※　販売店が多数ある場合は別紙で一覧表にして，「別紙のとおり」と記入してもよいです。複数県に販売店舗がある場合も一覧表にしてもよいです。

　(2) 飼料を保管する施設の所在地
　　　○○倉庫
　　※　別紙で一覧表にしたり，「(1)と同じ」と記入するなどしてもよいです。

３　販売に係る飼料の種類
　　※　下記【注１：飼料の種類の記入について】を参照してください。

· 輸出用又は試験研究用として販売するものについては，その旨及び名称を記入し　

　ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　飼料の販売の開始年月日

　　　　　○○年○○月○○日

【注１：飼料の種類の記入について】

　　　配合飼料の場合…飼料の公定規格(昭和５１年７月２４日農林水産省令告示第

　　　　　　　　　　７５６号)にある種類名及びそれに準じた名称を用います。

　　　混合飼料の場合…動物性たん白質混合飼料，○○抽出物混合飼料等そのものの

　　　　　　　　　　特性又は製法が明らかとなる名称を用いて，単に「混合飼料」

　　　　　　　　　　等の記入はしないでください。「牛用混合飼料」等については，

　　　　　　　　　　できるだけ「牛用○○混合飼料」として下さい。

　　　　　　　　　　　１種類の飼料原料に飼料添加物を添加しただけのものは，混

　　　　　　　　　　合飼料ではなく，単体飼料原料名そのままとするか，○○入り

　　　　　　　　　　△△とすることが適当です（例：魚粉＋エトキシキン（品質低

　　　　　　　　　　下防止）→魚粉，大豆油かす＋セルラーゼ（有効利用促進）→

　　　　　　　　　　セルラーゼ入り大豆油かす）。

　　　　　　　　　　　食品残渣発酵物や○○菌培養物等，複数の原料を元にはして

　　　　　　　　　　いますが，物理，化学，生物学的操作により別のものになって

　　　　　　　　　　いる場合は，混合飼料ではなく，単体飼料という扱いにするこ

　　　　　　　　　　とが多いです。

　　　単体飼料の場合…飼料の公定規格の別表にある原材料表にあるものはその名称

　　　　　　　　　　を使用します。（例：焼酎粕→しょうちゅうかす，おから→とう

　　　　　　　　　　ふかす）同表に該当がないものは，原料の一般的な名称を用い

　　　　　　　　　　ます。なお，「○○エキス」という表現は適切でない為，「○○

　　　　　　　　　　抽出物」としてください。

　　　　　　　　　　　化学物質（単一の物質名のもの）については，特定の有効成

　　　　　　　　　　分を補給・強化するために飼料に添加される性質のものと解さ

　　　　　　　　　　れ，飼料添加物としての指定を受けて使用されるべきものであ

　　　　　　　　　　ることから，少数の例外を除いて使用を差し控えるようにして

　　　　　　　　　　ください。（例外：塩化ナトリウム（食塩），尿素，ジウレイド

　　　　　　　　　　イソブタン，炭酸カルシウム，リン酸カルシウム，鉱塩中の塩

　　　　　　　　　　化アンモニウム）

　　　　　　　　　　　飼料の種類名に単に「単体飼料」という記載はしないでくだ

　　　　　　　　　　さい。「単体飼料（○○）」という記載法もできるだけ「○○」

　　　　　　　　　　だけを記載するように改めてください。

　　　　　　　　　　　乾牧草については，取り扱う牧草の種類を列記してください。

【注２：配合飼料とするか混合飼料とするかどうか】

　　配合飼料はそれ単独で生育を維持できるもの（牛の場合は，配合飼料＋粗飼料が

　必要）です。混合飼料は，それ以外にも足すことが必要なもの又は配合飼料に少量

　　　混ぜるためのものに分類しています。

　　【注３：販売業者の定義】
· 飼料となり得るものと認識して（例：配合飼料工場に原料として定常的に出荷

　　　　している，等）反覆継続する意思を持って製造・輸入又は販売する場合は製造・

　　　　輸入又は販売業者に該当します。

・販売を目的としない製造業者（自家配合農家）は届出は不要です【施行規則第６９条第１項】

・上でいう販売については，対価を得ず譲渡する場合であっても，不特定若しくは多数の者への譲渡又は譲渡先でさらに他者へ販売若しくは譲渡される場合は，販売に含まれます。【法律第４条第１項】

・飼料の消費者に自ら生産した農作物（副産物（稲わら，豆がら等）は含まれますが，畜水産物は含まれません。）を販売することを業とする販売業者（耕種農家等）は届出不要です。【施行規則第６９条第２項】

